
(1)事業概要

本事業においては、食品廃棄物・畜産廃棄物を含む都市型複合バイオマスを用いるメタン発酵
の高効率を実現するための前処理流動化技術、流動化したバイオマスに最適なメタン発酵技術、
発酵残さの省エネ炭化技術、新膜乳化法による廃食油の安価な燃料化技術及びバイオガスと乳
化燃料混焼のDFエンジン発電技術等のバイオマスエネルギー導入技術の開発を行い、それらを
有機的に組み合わせたシステムを構築して全国に普及拡大可能な都市型廃棄バイオマスの高効
率エネルギー化技術の開発・実証を行う。

(2)技術開発の成果/製品のイメージ

(4)事業化による販売実績/目標

【事業名】都市型バイオマスエネルギー導入技術に係る学園都市東広島モデルの技術開発・実証事業

【代表者】 国立大学法人 広島大学 【実施年度】平成18～20年度
平成21年8月4日

(3)製品仕様

目標とする実用モデルの開発規模は以下の通りである。

１）実用モデル

開発規模：バイオマス処理能力：家畜糞尿30ｔ/日、生ごみ・食品残さ6.5ｔ/日、廃食油600L/日
発電能力：320kW、耐用年数：15年、CO2 削減量：1.500ｔ-CO2/年、
CO2削減コスト 16,820円／ｔ・CO2（償却15年）

予定販売価格：90,000万円／１施設
２）食品工場対応小型バイオガスプラント

開発規模：バイオマス処理能力：3ｔ／日（弁当・惣菜工場残さ等を想定）
バイオマス燃料製造能力：450ｍ3／日、耐用年数：15年、CO2削減量：200t・CO2／年
CO2削減コスト：23,600円／ｔ・CO2（償却15年）
予定販売価格：10,000万円／1施設

年度 2009 2010 2011 2012 20XX
(最終目標）

目標販売
台数(台)

0 1 2 3 （5）

目標販売
価格(円/台)

90,000万円 90,000万円 90,000万円 85,000万円

CO2削減量
(t-CO2/年)

1,500 3,000 4,500 （31,500）

＜事業展開における目標およびCO2削減見込み＞

2010年度より西日本で実用施設の導入を図り、2011年度よりの全国販売を目指す。

<事業拡大の見通し/波及効果>
2009年に本事業の成果に基づいて実用モデルプラントの導入の準備をし、2010年から全国への導入を目指す、

普及拡大には、豊国工業（株）の販売網を核として、2010年からの導入初期は地方自治体の環境対策事業など
公共施設への実用モデルプラントの導入を中心に施設の生産・販売を開始する。 2012年には、食品製造業等
へ本技術を応用した施設の販路拡大を図り、2015年までに５台／年度の販売を目指す。2012年からは、別途食
品工場廃棄物対応の小型バイオガスプラントの導入を図る。
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(9）今後の事業展開に向けての課題

(8)技術・システムの応用可能性

本事業で用いた廃棄系バイオマスのエネルギー化技術は、食品関連企業の廃棄物に直ちに
適用可能であり、システム全体および要素技術の応用可能性は高く、CO2削減効果の拡大が見
込まれる。また、成功事例の波及効果により、農畜地域と消費地が共存するバイオマス資源・エ
ネルギー地産地消システムの構築が期待される。各要素技術について、乾燥汚泥炭化技術は、
下水・排水処理の余剰汚泥や籾殻などの廃棄バイオマスの省エネ炭化法として個別製品化が見
込まれ、炭化物の燃料化等によって更なるCO2削減効果が期待される。バイオマス流動化技術
は、木質系バイオマスの糖化・アルコール発酵への低コスト前処理法として応用が見込まれる。
廃食油膜乳化技術は、低コストの乳化燃料製造装置として個別製品化が可能であり、廃食油燃
料は農業機械・船舶等への利用が見込まれ、CO2削減効果が期待される。バイオマス燃料エン
ジン適用技術は、DFエンジン動力としての応用やバイオガスと天然ガス等とのエネルギー協調シ
ステムへの展開が可能であり、CO2削減効果の拡大が見込まれる。これらの可能性から、システ
ム全体としての施設販売に加えて、要素技術の応用展開と商品化にも取組む予定である。

○事業拡大の実現に向けた課題
・実用モデル導入のための自動化省力システム化に関する技術開発
・バイオマスに混在する異物（金属など）除去技術の開発
・メタン発酵の一層の高効率化、発電廃熱の有効利用等に関する技術開発
・消化液（液肥）の農業全般への利用効果の実証と利用の促進及び販路の構築
・乾燥汚泥炭化物の燃料、土壌改良剤、濾剤、育苗ポット等への転換利用の促進
・バイオマス収集・運搬に対する住民の理解と公的取組の強化
・施設導入拡大のための事業体制の整備および公共施設との連携強化
・バイオマス等の有機物関連を扱う他産業・業種との連携強化

○行政との連携に関する意向
・CO2削減のためのバイオマス利用に関する政策推進と導入支援事業の展開・強化
・途上国などの海外への事業展開に向けた行政の指導
・地球温暖化対策事業の推進に関する行政の取組み強化と手続きの簡素化
・焼却場・下水処理場等の増改造計画に対して、本システム導入のメリットを提案
・バイオマスタウン構想等のビジョン策定市町村への本システムの提案活動と調査事業の
受託に対する行政の支援
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(7)期待される効果

本システム 1,500t-CO2 ／施設／年（2015時点） ・・・（C）
以上より、11施設 × （（C）） ＝1.65万t-CO2 ／年

○2008年時点の削減効果
・200８年度で本技術開発・実証事業が終了、2009年度に成果の実用化準備を行い、
2010年度からを実用化施設の導入を図る。

○2015年時点の削減効果
・廃棄バイオマス賦存量から推算される国内潜在市場規模は、1,000施設以上。
・2015年度まに期待される最大普及量：１１施設（１施設の価格が高いが、地球温暖

化対策に対する政府の方針・支援強化によって、普及台数の増加が見込まれる）
・年間CO2削減量：1.65万t-CO2 ／年

本システムのようなゼロエミッション型の総合システムでは、従来技術では
余剰エネルギーの生産は難しいが、本システムでは余剰エネルギーと炭
化物の生産により、CO2 削減に貢献できる。

○2010年時点の削減効果

・モデル事業により１台導入
・年間CO2削減量：1,500t-CO2 ／年

生産委託

豊国工業（株）
環境事業部

システム設計

豊国工業（株）環境事業部-営業部

豊国工業（株）環境事業部-技術部

・（株）岩井商会・市川物産（株）・
住吉重工業（株）

販売体制

メンテナンス委託

豊国工業（株）環境事業部-生産グループ
広島大学

技術アドバイザー

中国電力（株）

技術協力

(6)成果発表状況
１）学会発表・報告

2007年度：学会発表２件（日本食品工学会 2007年度年次大会、PA27 & PB27 (2007,8.大阪）

報告２件：エネルギア総研レビュー、No.8, p22  & No.10, pp12-15（2007）,

2008年度：学会発表４件（日本食品工学会 2008年度年次大会、2C05、2C06 ＆ P52 (2008,8. 東京）、

化学工学会第40回秋季大会、303C, 2008.9. 仙台））

報告１件：エネルギア総研レビュー、No.14, pp12-15 （2008）,

２）新聞報道

2007年度３件：中国新聞（2007.12.7）、毎日新聞（2007.12.8）、読賣新聞（2008.1.13）

2008年度２件：中国新聞（2008.6.26）、日本農業新聞（2008.7.24）

３）テレビ報道

2007年度３件：広島テレビ（2007.12.7）、テレビ新広島（2008.1.31）

2008年度３件：広島テレビ（2008.6.6）、広島テレビ（2008.6.28）、広島ホームテレビ（2008.11.26）

４）特許

出願１件：炭化処理装置（特願2008-23367、H20.2.1出願）

(5)事業／販売体制



地球温暖化対策技術検討会
技術開発小委員会による終了課題事後評価の結果

• 評価 B

• 評価の理由

メタン発酵プラントの実証により、一定の技術開発
成果は見られるものの、事業化に向けては、コスト
の低減等の課題が残る。




